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研究要旨 
当分担研究では、新潟県を中心に全国の病院に DAP を導入し、より実効性の高い DAP 手法
の構築を目途に事業化が図れるように手法を洗練し、同時に医療機関を支え、また県民の
移植医療への啓発に欠くことのできない県行政との連携について模索し、さらに DAP を進
めるうえで重要なコーディネーター教育など、関連する分担研究各との綿密な連携の中で
研究を進めてきた。そして最終的には近年増加傾向にある臓器提供者の提供家族に適切な
精神的支援・配慮を行うことができる医療機関の構築を図ることを最大の目標においた。 
 すなわち目指すシステムにおいては、患者に対する可能な限りの救命治療を提供するの
と並行して、刻々と変わる病状を受け止めなければならない家族に対するケア、救命でき
なかった場合の看取りの医療から臓器提供へとつながる連続的な流れを構築してゆくよ
う、TQM に基づくアセスメントなどから、実効性の高い院内システムを提案し、無理なく
臓器提供のニーズを拾い上げられるような医療機関を構築する。 
本報告書においては、DAP を遂行する各地からの提案や実績報告を集約し、ドナーディテ

クションなど、実用性が高い DAP の実用フォーマット開発に一定の提案ができるような展
開も検討したい。そして今後わが国の新しい DAP のあるべき姿と方向性を示して行ければ
と考えている。 

 
A．研究目的 
ベルギーの臓器提供推進プログラムを用い
我が国で展開しているドナーアクションプ
ログラム（Donor Action Program:DAP）
は、平成 24 年度まとめで全国 61 施設で導
入され、そのうち 9 都道府県が維持・向上 

 

 
を図っている現状について報告がなされて
いる。さらにこれらの活動からその導入施
設において一定の成果やノウハウがもたら
された。 
当分担研究では、新潟県を中心に全国の

DAP 導入施設の報告を含め、より実効性の
高い DAP 手法の構築を目途に事業化が図
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れるよう、またこれら医療機関を支えるこ
と、また県民に移植医療の啓発に欠くこと
のできない県行政との連携、さらに DAP を
進めるうえで重要なコーディネーターの教
育など、関連する分担研究との連携の中で
研究を進め、臓器提供者の増加と同時に提
供家族への配慮がなされる医療機関の構築
を図ることを目的とする。 
 
B．研究方法 
 既存の DAP 導入施設においては、病院全
体として取り組むためにはどのようにすれ
ばよいのか、各施設の院内臓器提供委員会
などと密にディスカッションを重ね原因
（問題点）を明らかにし、さらなる具体的
手法の確立を目指す。また各地域で独自の
工夫をもって院内システム構築に邁進した
結果、一定の成果も上がってきている。そ
の特徴は、家族ケアはもとより、ドナーデ
ィテクションを施設の実情にあわせ計画さ
れ、その結果が情報数、及びドネーション
数に効果をもたらしている。 
平成 25 年度は、具体的なドナーディテク

ションの手法、施設規模別特徴の把握、導
入地域におけるドナー数の変化などを、都
道府県コーディネーターからの報告を中心
にまとめ、DAP がもたらす効果を示す。 

 
１．既存導入施設について 
研究開始当初の既存導入施設においては、

臓器提供に対するモチベーションは一般の
施設に比べれば高いが、しかし院内 Co など
特定の人員のみが関わるケースがいまだに
多い。これらの施設においては如何に病院
全体で取り組む方法を構築するかに主眼を
置く。 
今までの DAP 導入においては、臓器提供

のみに関心がフォーカスされ、特に院内シ
ステムにおいてはポテンシャルドナーの発
見と、予後不良診断がついた患者へのアプ
ローチ、すなわち治療の限界点で移植医療
が介在してくるという、治療側からすれば
違和感のあるシステムづくりが展開されて
きた。患者本人、及び家族の心理からすれ
ば臓器提供はその患者・家族の living will
の実現であり、その希望の一つが臓器提供
であるという観点、すなわち患者の搬入か
ら予後不良の診断、看取りのケアのプロセ

スにおいて臓器提供が実現するという、ク
オリティーマネージャーとしての院内 Co
を育成し、質の高い医療機関を目指すよう
システム開発を進める必要がある。 
さらに院内体制において病棟と院内 Co

が密に連携し、特に主治医や担当看護師が、
臓器提供手続きに追われるということなく、
治療とケアという本来の業務に専念できる
体制の確保が重要である。 
また改正法に準ずる院内体制の改訂や、

特に 18 歳未満の児童の臓器提供への対応
など、国民の公正公平な臓器提供意思の実
現が保証できる体制整備も行う。具体的に
は、特に 18 歳未満の臓器提供希望があった
際の児童虐待の判定において、十分な審査
（検査）体制がとれるよう整備を進めるこ
ととした。 
 
２．研究施設の絞り込み 
 DAP 導入地域ごとに積極的に院内シス
テムの構築に取り組む中心的な施設と、そ
れに付随し、医療者と患者・家族が質の高
い医療の提供を受け、すなわち満足度の高
い医療の提供に進める素地のある医療機関
を既存の導入施設から選定し、集中的に研
究課題の提供と結果の提出を求める。 
 その具体的な選定基準には、病床数、総
合病院か否か、移植医療支援室のような専
門部署があるかないか、ないならばどのよ
うに医療機関全体を有用に管理しているの
か、さらにグリーフケアの観点から、特に
救急における終末期医療をどう確保してい
るのか、等を総合的に勘案する。手法とし
てはドナーディテクションなど、集中治療
医等との連携がとれているか、など、平成
24 年度は個々の地域、医療機関ならではの
工夫を行っている施設を選定した。 
 平成 25 年度は各地の選定施設の中から
DAP 主要施設を選定しその施設での試み
から得られた成果を報告する。 
  
1）新潟県の DAP 主要施設 
a)新潟大学医歯学総合病院 
 精神科も含め 825 床を持つ大規模病院で
ある。1 日の平均外来者数は 2100.7 人であ
る。新潟県初の高次救命センターが新設さ
れ 5 年目を迎えた。現状は、年約 3,200 台
の救急搬送があり、うち CPA が約 150 人
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程度の規模の施設である。 
 さらにドクターヘリの基地病院としても
県内の救急医療を支えている。平成 25 年 6
月から約3か月の出動は、要請件数113件、
出動件数 94 件であった。ヘリ要請後のキャ
ンセル等で、搬送数は 71 件である。 

80 万都市（医療圏１００万人強）におい
て他の救命センターと共に新潟市の 3 次救
急を支えている。 
 国立大学病院初の移植医療支援センター
を開設し、院内の移植医療の中心的存在と
なり、種々の提案とシステムの構築に努め
ている。 
 今年度の目標は、①臓器提供マニュアル
に沿った各セクションの具体的行動を示す、
②移植医療支援センター主導の提供症例の
臨床と院内啓発の構築、③検査部など関連
セクションへの学習会などにより院内の機
運の醸成と実効性を高めることである。 
 さらにドナーディテクションにつなげる
べく、その第一歩としてオプション提示に
ついて、支援センターと集中治療部との紙
ベースによる連絡体制を構築するなど、本
格的な運用を開始した。 
b）新潟市民病院 
 精神科を含む 660 床の総合病院である。
また救急・循環器・脳卒中の各専門病床も
50 床である。 
救急車搬入数は年6,045台でうちCPAは

334 例である。ドクターカー出動数も 1,686
件と地域の 3 次救急を担っている。 
当該施設は、2001 年からの開発開始施設

である。毎月の院内 Co 会議を実施。前月の
ポテンシャル情報やマニュアルの検討、さ
らに集中治療部における患者家族ケアにつ
いて議論・実践してる。 
 DAP としてのアクティブな動きは少な
いが、重症患者搬入数に対する院内 Co への
通報の少なさ、また実際の提供症例発生時
の看護師など現場スタッフの懐疑的反応に
ついて検討を加え、「現場スタッフのため
のマニュアル」と題し、スタッフの「何故？」
を解消するための作業を積極的に行ってき
た。この施設においてもドナーディテクシ
ョン的発想の手段を追加することで、救急
における看取りと、ドナー情報の取得に有
用と判断した。 
 

2）北海道の DAP 主要施設 
 北海道においては特に絞り込みをせず、
地域の広大さとまた脳死下提供施設が 30
を超える地域であり、さらなる協力施設の
拡大を図る。 
 ドナー情報の集約などは、電話通報と共
に、MRR の形で WEB での報告も特徴的であ
る。 
 また「上級院内 Co」と名付け、あっせん
資格を持つ者を作り、地域で相互協力を組
みながらドネーションに当たっている。 
 過去 12 年間に及ぶ定期的な施設訪問と
移植関連の講演会を通じて臓器提供・移植
医療への理解を深めることと合わせ、科学
的分析の手法として北海道内の地域・規
模・対象疾患の異なる 4施設を選定し、DAP
を導入。 
3）神奈川県の DAP 主要施設 
 実効性の高い DAP （ Donor Action 
Program）手法に基づき院内体制整備に取
り組むことで、一定の成果および方法論を
得ることができる。県民の負託に応えるた
めに臓器提供施設としての役割、移植医療
の啓発に欠くことのできない県行政との連
携、さらに DAP を進めるうえで重要な院内
コーディネーターを含めた職員の教育等を、
関連する分担研究との連携の中で進め、臓
器提供者の増加と同時に提供家族への配慮
および臓器提供発生時における医療チーム
や勤務スタッフの負担軽減がなされる提供
プロセス構築を図ることで安全かつ信頼さ
れる移植医療を提供することを目的とする。 
 a）聖マリアンナ医科大学 
 精神科を含む 1,156 床の総合病院で、救
急車搬入数は年 8,000 台以上である。本邦
2 番目に移植医療支援室を立ち上げ、移植
医療の院内コンセンサスと患者・家族、そ
して医療者の満足度が高い移植医療、及び
救急における終末期を支えている。 
 また集中治療部とも綿密な連携を実現し、
オプション提示における助言やサポートな
ども十分行っている。さらに外因症例など
事件性への対応も法医学教室や県警と連携
をとり危機管理面でも十分な体制がある。 
 b ）北里大学病院 
 精神科を含む 1,033 床の総合病院。救急
車搬入台数は、年 4,000 台で地域の救急拠
点施設である。 
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 我が国初の移植医療支援室を持ち、院内
のコンセンサスと同時に各種院内体制も充
実している。また独自のドナーディテクシ
ョンを行い、オプション提示率の向上と分
析を十分に行い、見出した障壁を病院全体
で解決する方策を打ち立て実行している。 
 
4）富山県の DAP 主要施設 
 富山では 2006 年（平成 18 年）3 月 26
日に本邦 44 例目（北陸初）となる脳死下臓
器提供が富山県立中央病院にてあり、2012
年 6月 15日本邦 177例目で本邦初となる 6
歳未満の小児からの臓器提供が富山大学附
属病院であった。 
1997 年当初、臓器移植に対する病院は、ド
ナーの可能性のある患者はいるのか？どこ
に？どれくらい？という実態は把握されて
いなかった。富山県では 2001 年からドナー
アクションプログラム（DAP: Donor 
Action Program）を導入し、今日まで継続
している。この調査によって実態の把握が
進み、さらに、病院職員自身が現状を把握
し、患者意思を最後に尊重するにはどうし
たらいいのかという取組に定着してきてい
る。 
 
a）富山県立中央病院 
 病床数 745、5類型の分類は 3次救命救急
センター、院内移植コーディネーター７名
（ER2 名、透析 1 名、ICU4 名）毎月 ICU 師
長、医師らも含めたスタッフで適応につい
て検討している。平成 13 年より DAP に参加
し、事例検討を継続している。 
b）厚生連高岡病院 
 病床数 567、5類型の分類は 3次救命救急
センター、院内移植コーディネーターは 3
名（ER,ICU,脳神経外科病棟）、毎月、院内
移植コーディネーターと院外のコーディネ
ーターによって事例検討を継続している。 
c）済生会富山病院 
 病床数 250、5類型の分類は脳神経外科学
会研修施設、院内移植コーディネーター3
名（地域医療連携室 1 名、病棟師長１名、
透析看護師 1 名）平成 24 年 10 月 HAS（病
院職員意識調査）を実施。平成 25 年 1月か
ら MRR（メディカル・レコード・レビュー）
を開始した。 
 

5）福岡県の DAP 主要施設 
目的について、モデル病院（F 病院）へ

のドナーディテクションの導入と効果の検
証とする。 
地域（医療機関）開発の具体的手法は臓

器提供実績が少ない県内医療機関において、
ドナー候補者の見としを防ぐため、対象診
療科でのラウンドを行う体制を整備する。 
対象診療科（ICU）を定期的に周回し、ド

ナー適応のある患者の認知と主治医への OP
提示の依頼を行う取り組みを開始する。 
 
6）沖縄県の DAP 主要施設 
沖縄県では、4 施設を集中して院内体制

整備を行っている。一般的な整備に加え、
ドナーディテクションを必須の活動と位置
付けその効果をみる。 
a）浦添総合病院 
 302 床の総合病院である。救命センター
を有し、さらに沖縄県で初めてドクターヘ
リを自費で導入し救急のかなめ的存在であ
る。ドナーディテクションをいち早く導入
し、ドネーションは少ないまでも、情報の
吸い上げができている。 
b）沖縄県立中部病院 
 550 床の総合病院であり救命センターを
有している。救急車搬入数は年 6,000 台で、
潜在的なポテンシャルドナーがいると思わ
れる。 
 ドナーディテクションを取り入れその効
果の検証を始めた。 
c）豊見城中央病院 
 356 床の総合病院である。救命センター
を持たないが２次救急施設として年約
3,200 台の救急車受け入れをしている。 
 ドナーディテクションについては導入済
みで、その効果を検証したい。 
d)那覇市立病院 
 470 床の総合病院である。急病センター
を設置し、平成 24 年度の実績で 4,284 件の
救急搬入実績を持ち、事実上、地域におい
て三次救急を担っている。 
 既にシュミュレーション等を実施し、臓
器提供におけるマニュアル等の整備を終え
ており、ドナーディテクションなど、次年
度から本格介入の予定である。 
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7）行政支援 
 移植医療推進における都道府県行政の役
割は大きい。臓器移植法の第 3 条、及び第
17 条の 2にも国、及び地方自治体に最低限
取り組むこととして、その役割の理念と具
体的取組を示している。 
 その観点から、DAP を展開する上で、各
医療機関の取り組みとそれを支える地域の
仕組みが重要であり、かつ必要である。 
それらの観点により、各県からの報告・

提案など特記すべき事項を示す。 
 
C．研究結果 
 DAP導入都道府県のうち 7府県の報告に
おいて、ポテンシャルドナーの報告は平年
並み、ないしは増加傾向の報告がなされて
いるが、それに見合った臓器提供件数とは
なっていないのが現況である。 
 また同研究班の長谷川分担研究で実施さ
れている「DAP のデータ管理」の MRR
（MRR：Medical Record Review）の解析
においても、献腎が医学的に適応している
2,554 例の症例に対し、脳死の前提条件が
ある症例は 661 例、そのうち脳死診断（臨
床上の）を行ったのは 155 例に過ぎない。
しかし家族への OP 提示は、脳死、及び心
停止下合せて 533 例に及んでいる。その結
果、臓器提供に至ったのは、脳死 6 例、心
停止 50 例にすぎなかった。（図 1） 
 すなわち OP 提示は盛んに行われるよう
になったが、それがドネーションへ反映さ
れていない結果であり、その原因の解析が
必要である。 
１．新潟県 
a）概況 
 今年度は、DAP 主要施設を 2 施設に絞っ
たが、ルーチンで県内の医療機関 10 施設に
定期訪問をしている。訪問の頻度について
は、訪問施設に配慮しながら週１回の機関
と月１回の機関とに分かれている。ここ 10
年間の訪問件数は、平均で年 220 回程度で
ある。平成 25 年度の訪問回数は延 161 回
であった。今年度の訪問では、改正法に伴
うマニュアル等の再整備をするため、また
新たに 5 類型に入った施設について、脳死
下臓器提供の院内体制を整える事と方針を
固めた 2 医療機関を訪問機関に加えた。そ
の医療機関に対しては不定期に必要な回数

だけ訪問するようにした。 
 臓器提供症例が発生した施設では症例報
告会も開催し、特に症例に関わった主治医
などの発言を中心に、その医療機関の職員
に対して啓発的観点も合わせ行った。また
院内 Co より医療機関の職員の立場として
発言を頂き、お互いを評価しあっている。 
 また今年度は、ポテンシャルドナーの発
見やオプション提示について、主治医の自
主的な活動を重視つつ、同時に移植医療支
援センターや院内 Co 等とも情報を共有で
きるよう、さらなるシステム構築に邁進し
た。今年度、ドナーディテクション導入に
つなげたい、という目標も設定し進めた。 
 
b）臓器提供実績 
平成 25 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 15

日現在）献腎 4 例 8 腎、脳死下は 4 例であ
った。人口 100 万人当たりの提供者数は、
献腎で 3.43 人/pmp で我が国の平均を上回
った。（図 2） 
 
c）HAS・MRR 
 平成 25 年度は、HAS の実施は 2 施設 482
名の医師・看護師などに実施された。これ
らのデータを基に、移植医療支援センター
など、院内 Co と協議しその施設の不足して
いる知識や認識を改善する学習会を開催し
た。 
この 3 施設の HAS 調査は平成 18 年から

で、既に 4 回行っている。直近では各項目
が少しづつ向上している傾向がみられ、院
内での職員教育、及び実際の臓器提供症例
からの学びが有効化されている。特に「臓
器提供によって家族の悲しみが癒される
か」について「わからい」の比率で前回調
査に比べ総計で 17％も減少している。また
「思わない」については 3 回目、4 回目は
不変であったが、「思う」が大きく増えた。
（図 3）これは“臓器提供は悲嘆の軽減に
寄与している”との主眼で院内学習に取り
組んできた成果と実際の症例を経験し家族
の変化について理解されている事を体験し
たことから見出されているものと推察する。
また「思わない」が不変で「思うが」増加
した背景には、学習会と実症例によって正
確な知識が身に付き自身の考えがさらに明
確化した現象ともいえる。 
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d）都道府県行政支援 
 現在までの移植医療関係する行政施策は、
2000 年４月に、我が国初の県単独事業とし
て院内 Co の整備に予算を投じ、県知事の委
嘱状交付を行っていることや、この他、提
供者に対し厚生労働大臣感謝状と共に県知
事感謝状も交付されている。さらに 2007
年 4 月より「臓器提供院内環境づくりモデ
ル事業」と「提供腎県内移植推進事業」を
事業展開した。この事業の特徴は、臓器提
供の院内システム構築のために税金の投入
を決定したことにある。この事もわが国初
のことで継続事業となっている。 
 このように、新潟県行政は DAP を支え、
ひいては臓器提供者や臓器不全患者双方に
幸福をもたらせる施策を打ち立てている。
平成 22 年 12 月に各提供施設において、院
内の児童虐待判定に欠くことのできない児
童相談所と医療機関の連携を図れるよう、
新潟県個人情報保護条例の特例措置の追加
に踏み切った。 
 具体的には、18 歳未満の臓器提供時の院
内児童虐対委員会と県、及び新潟市（政令
市）の管轄の児童相談所が当該児童に対す
る虐待情報などの連携ができるよう、新潟
県、及び新潟市の個人情報保護審査会にお
いて「個人情報の利用及び提供の例外に関
する事項」の諮問し、「情報提供は公益上
の必要性がある」と答申を受け、児童相談
所と公式に連携を図れる地域体制が実現し
た。 
 特記すべきこととして、いつ臓器提供が
発生するかわからない観点から、各児童相
談所長の判断で、時間外や電話応対につい
て、緊急的に口頭回答などができるよう、
柔軟な取り扱い規定を盛り込んだことも評
価が高い。 
 
e）都道府県、及び院内 Co 
＜都道府県 Co＞ 
 新潟県においては、昭和 63 年 3 月 31 日
に「腎臓斡旋許可」を受けて以来、（斡旋
許可は平成 7 年、現日本臓器移植ネットワ
ークに一括）県 Co は地域の医師が兼任非常
勤で任命され運用してきたが、平成 12 年 4
月からは専任非常勤職員として普及啓発や
臓器提供対応に従事してきた。現在では、
常勤職員としてその活動に従事している。 

 また県 Co が有意義に活動できるよう専
用の緊急車両を導入し、医療機関訪問や提
供症例の対応がしやすい環境も整備されて
いる。ここ 10 年間の医療機関訪問件数は、
平均で年 220 回程度である。平成 25 年度
の訪問回数は延 161 回であった。 
＜院内 Co＞ 
 新潟県における院内 Co の設置は平成 13
年からである。授業主体は新潟県福祉保健
部健康対策課であり、我が国初の県単独事
業として運用を開始した。現時点で 18 施設
89 名の院内 Co を県知事が委嘱している。 
院内 Co の役割は DAP 導入成功を左右す

るほど重要なマンパワーである。この事か
ら活動を十分に行うことのできる人材育成、
とりわけ院内コーディネーターについては
その発展系の、すなわち多角的視野で組織
展開ができる“クオリティーマネージャー”
の研修を受講してもらいプロフェッショナ
ルの育成にも力を入れた。（表 1） 
具体的には以下の観点から、その医療機

関に馴染んだ院内体制の構築を目指して活
動している。特に重要なのは、自身が全て
において実務をこなすのではなく、当院と
しての計画を病院全体の取り組みとして行
うような行動指針を作り上げることとした。 
  
ｆ）新潟大学移植医療センター 
 2011年 4月 1日に国立大学病院としては
我が国初、また病院としては 3 番目に開設
されたセンターである。 
 平成 24 年度での目標は、①改正法施行に
伴うマニュアルの再構築、②児童虐待対策
委員会の設立とマニュアル作成、③移植医
療支援センター主導の院内体制構築、④シ
ミュレーションの開催と悲嘆家族ケアの学
習会などにより院内の機運の醸成を図る。
として活動を始めたが、大学組織特有の横
断的な協力体制の確立に難渋した。しかし
平成 25 年度では、それらの活動が認められ
臓器移植関連のシステムが病院の正式業務
として確立した。 
国立大学特有の縦組織構図に対し、横断

的な再編を構築するという厳しい状況で活
動したのは支援センター職員であり、また
必要な院内手続きに没頭して確立されたシ
ステムである。言わば努力の産物である。
さらに県 Co は側面からの支援とし、新潟大
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学医歯学総合病院 「移植医療アドバイザ
ー」に任命され、それらの公式な会議に正
式参加し、わが国の現況や実際の臨床での
問題点などを各委員と議論を展開した。 
 今年度の実績は、7 例のポテンシャル情
報が移植医療センターに通報があり、有効
情報として 3 例が資料された。有効 3 例全
てに脳死下多臓器提供が施行され、計 16 人
の臓器不全患者に提供された。（表 2） 
集中治療部は看取りの医療として臓器提

供の選択肢を活用し始めている現況は重要
なところである。特記すべきこととして、
救命センター長は、「救命センターを標榜
している以上、臓器提供のニーズにこたえ
るのは責務である」という方針はさらに重
要な事である。 
 情報伝達の方法としてドナーディテクシ
ョンの要素を取り入れ紙ベースで現場より
支援センターへ情報をあげてもらうことと
しているが、この内容について、臓器提供
に限らず、事件性、家族関係、また臨床上
の基礎データなどを求めているもので、臨
床現場の危機管理における視点からも役立
っているものと考えている。（表 3） 
 
２．北海道報告 
a）概況 
 北海道においては特に絞り込みをせず、
地域の広大さとまた脳死下提供施設が 30
を超える地域であり、さらなる協力施設の
拡大を図る。 
 ドナー情報の集約などは、電話通報と共
に、MRR の形で WEB での報告も特徴的で
ある。 
 また「上級院内 Co」と名付け、あっせん
資格を持つ者を作り、これまでに育成した
１００名以上の院内 Co を中心とした各施
設での体制構築を行う地域で相互協力を組
みながらドネーションに当たっている。 
 過去 13 年間に及ぶ定期的な施設訪問と
移植関連の講演会を通じて臓器提供・移植
医療への理解を深めることと合わせ、科学
的分析の手法として北海道内の地域・規
模・対象疾患の異なる 4 施設を選定し、DAP
を導入した。 
 
b）臓器提供実績 
今年度の実績は、DAP 導入施設に比べ非

導入施設からの臓器提供が多いのが特徴で
ある。機関別に以下に示す。 
中村記念病院 脳死下提供１、市立札幌

病院 脳死下提供２、市立函館病院 心停
止後提供１、北海道大学病院 脳死下提供
１ 

 
 

c）HAS・MRR 
HAS の実施は無し。MRR は従前通りＷ

ＥＢ登録で平成 25 年度は、5 施設より 730
件の報告があった。うち 687 件が悪性腫瘍
や感染症、重症肺炎などで適応が除外され
たが 47 件のポテンシャルドナーにおいて
は 5 例の実現であった。（表 3） 
また 687 例において、その転機をフロー

チャートで分析し 118 例（17.2％）が脳死
の前提条件を満たしていたが、臨床的な診
断として脳死判定を行ったのは8例（1.2％）
であった。（表 5） 
d）都道府県行政支援 
 ２次医療圏全てへの院内 Co の設置、上記
６名の（上級院外）Co の育成に積極的に協
力が得られた（移動・従事中の一切の保証
を道知事が引き受けた）。 
 本年度で３年目となる北海道の地域医療
再生計画として取り上げられ、すべての活
動は行政の主導で行われた。 
 
e）提言など 
 MRR はすでに臓器提供が１例でも実施
された施設では効力を発揮するが、提供が
無い施設では状況が把握できるにとどまり、
一歩進んだ解決策や外部サポート体制の構
築が必要である 
 
３．神奈川県報告 
a）概況 
 本研究最終年度である今年度は、新規で
の病院開発は行っていない。前年度同様、
モデル施設である北里大学および聖マリア
ンナ医科大学の 2 施設を中心とした活動に
加えて、県内多施設の医師が参加している
「臓器提供・移植を考える神奈川の会」の
運営を中長期的な展望に基づき地域に根差
したものへ変遷させていくことが県内の病
院開発に繋がっていくと考えた。DAP 導入
済施設の 2 大学のこれまでの経験から臓器
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提供プロセスの標準化を目的に、行政を含
めた関係各機関との連携強化を図っていく
よう計画した。 
 また北里大学病院では、新病院移設及び
に向けたマニュアルの見直し作業と机上シ
ミュレーション、調査票及び臓器提供の意
思抽出に関する記録の整備、臓器搬送にお
ける民間ヘリコプター導入に関する NW と
関係機関と病院担当者の打ち合わせおよび
ヘリポートの現状確認、夜勤専任（看護管
理者）Co の対応内容についての検討、一般
病棟窓口への臓器提供意思表示カードの設
置、「救急医療現場におけるクオリティマ
ネジメントセミナー」参加、各種研修会の
案内および申し込み等事務手続き、小児の
臓器提供に関する体制整備被虐待の可能性
否定に関する小児虐待防止委員会及び倫理
委員会の体制見直し、他施設見学（静岡県
立こども病院）の準備（3 月実施予定） 
院内のレシピエントコーディネーターや組
織コーディネーターとの連携など、今後さ
らなる実用的発展のために活動した。 
 
b）臓器提供実績 
 神奈川県の平成 25 年度（平成 25 年 12
月末現在）の提供実績は合計 8 件（脳死下
臓器提供 6 件、心停止後臓器提供 2 件）で
あった。そのうち、北里大学病院で脳死下
臓器提供 1 件、心停止下臓器提供 5 件、角
膜のみ）、聖マリアンナ横浜市西部病院で
脳死下臓器提供 1 件、心停止下臓器提供 1
件が行われた。北里大学病院における脳死
下臓器提供は、当初他の臓器も希望されて
いたが、家族がマスコミに個人情報が漏れ
るのを懸念し、腎臓提供のみとなった珍し
い事例であった。前年度に比較し件数に増
減はないものの、心停止下臓器提供の減少
は顕著である。他方、角膜提供は 53 件と、
前年度同様に行われている。そのうち 27 例
が警察による検視・検案を行っており、神
奈川県の特徴ともいえる外因死からの提供
が 50％におよんでいる。 
c）HAS・MRR 
 平成 25 年度においては、北里大学病院で
は HAS・MRR は行っていない。聖マリア
ンナ医科大学病院では、救命救急センター、
手術室、脳神経外科、小児科の医師、看護 
師、事務等 300 人を対象に HAS を実施し

た。 
 聖マリアンナ医科大学病院における平成
25 年度の HAS の結果から、特筆すべき特
徴は得られなかった。人事異動も含め毎年
大幅に人員が入れ替わっているため、HAS
実施後に研修等を行っているものの、デー
タとして特徴（傾向）が表在化しにくいこ
とを示している。DAP の実効性を適正に検
証するためには、HAS→施策（研修を含む）
→HAS という一連の流れを短いスパンで
行うことが求められている。 
 
d）ドナーディテクション・提言など 
 北里大学病院では、三次救急外来受診患
者に「臓器提供に関する調査票」を配布し
ている。（表 6）北里大学病院における分
析としては、調査票配布の際の手続きを一
部変更したことで、配布率が僅かに増加し
たこと、意思表示カードの所持率、免許証・
保険証への意思表示の割合は大きな変化が
無く、平成 25 年内閣府が行った世論調査で、 
「意思表示を記入している 12.6％」に比較
しても明らかに低いと言えるが、改正法施
行後、1 件／年の割合で脳死下臓器提供が
発生していることが挙げられた。（施行前
は 0 件） 
 具体的には、 
（1）三次救急外来受診者対象に「臓器提供
に関する調査票」を配布。内容は、  
① 臓器提供意思表示カード等所持の有

無 
② 免許証・保険証への意思表示の有無 
③ 専門職員の介入希望の有無 

とした。 
記入内容及び、今後の方針を電子カルテへ
記載した。①から③が「あり」の場合は、
移植医療支援室の院内ドナーコーディネ
ーターに連絡が入り、対応する。   

（2）救急ミーティング参加（月～金） 
救急患者状況を把握しポテンシャルドナ
ーの可能性がある場合は、主治医に治療方
針の確認、調査票記入内容や家族の状況に
ついて情報共有し、選択肢提示の可能性に
ついて検討する。 

（3） 救急・ICU 病棟ラウンド（状況に
よって PICU や一般病棟も行う） 
患者状況の確認、現場看護師との情報交

換の結果、平成 25 年度ポテンシャルドナー
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数 75 人であった。内訳は、調査票より 38
人、コーディネーター吸い上げ 30 人、選択
肢提示 2 人、家族申し出 4 人、その他 1 人
であった。何らかの介入があったのは 53 人、
介入なしが 22 人であった。（表 7） 
 
 聖マリアンナ医科大学では、外来受診患
者全員に調査票を配布することはしていな
い。受付には、保険証、特定疾患カードと
並列に意思表示カードの見本を提示し、所
持していた場合に提出していただくよう説
明している。ポテンシャルドナー抽出にあ
たっては、臨床現場の救急医の判断に左右
されるため、標準化した対応がなされてい
るかどうかについては懐疑的にならざるを
得ないが、移植医療支援室に連絡が入った
場合は個票を作成し、フローシートに基づ
き経緯を注視していくことになる。今年度
を含め、角膜提供が多いのは、腎泌尿器外
科医による積極的な選択肢提示が行われて
いることが大きな要因となっている。（表
8） 
 
e）DAP、大規模病院としての提言 
 北里大学病院・聖マリアンナ医科大学病
院ともに 1,000 床を超える大規模施設であ
る。 
北里大学病院では、平成 18 年に移植医療支
援室と院内 Co の設置により、院内体制整備
がそれまで以上に進めやすくなった。さら
に平成 23 年には初の脳死下臓器提供を経
験して以降、1 件／年の割合で発生してお
り、現場のスタッフだけでなく病院執行部
や大学関係者の意識が高まり、組織として
安全に臓器提供を進める事の重要性が認識
されている。    
前述した三次救急外来受診患者を対象に

行なっている「臓器提供に関する調査票」
は、臓器提供の意思抽出のツールとして有
効に機能しており、ポテンシャルドナー情
報数の半数以上を占めている。また、病院
施設を中心とする医療圏内における住民の
臓器提供に関する意識を把握する手がかり
ともなりうる。院内ドナーCo は、臓器提供
に関わる職種を中心に構成しており、脳死
判定等に必要な知識の勉強会や、事例をも
とに患者・家族の身体的、心理的変化を振
り返り、どのタイミングで意思確認を行な

った方が良いのか、家族や現場のスタッフ
に必要な支援は何か等、具体的な検討を重
ねており、現場の看護師や医師にも参加し
てもらうこともある。これらにより、現場
の Co のスキルアップがはかれるだけでな
く、他の Co についても、現場の理解を深め
ることが出来る。  
今年度は一般病棟における選択肢提示の

あり方を検討し、医師への勉強会や選択肢
提示を試みた。今後現場スタッフの声を分
析することで、課題をさらに明らかにして
いきたい。また、「終末期の意思決定支援
における倫理」の勉強会では、一般病棟か
らも大勢の参加があった。臓器提供は、あ
くまで終末期医療の中の一つの選択肢であ
る。救急および終末期医療を充実させるこ
とで、臓器提供の意思についての感度を高
め、意思を尊重できる土壌を育てることが
重要である。しかし、実際の臓器提供には
専門的スキルも必要で、安全に臓器提供が
できるよう、key となる人材を育成したり、
現場をサポートする体制を強化する移植医
療支援室の存在は大きいといえる。 
聖マリアンナ医科大学病院の移植医療支

援室については、4 施設の関連病院におけ
る臓器提供症例発生時の支援も行うことに
なっている。  

DAP 手法に基づき院内体制整備を行い、
移植医療に係る委員会、院内 Co を設置し、
大学生命倫理委員会における審議体制構築
も終えている。他方、移植医療に関わりの
ない部署では、仮に脳死下臓器提供が 
行われたとしても情報は共有されないこと
もままあり、情報の周知徹底は、移植医療
に限らず大きな課題となっている。聖マリ
アンナ医科大学関連施設である聖マリアン
ナ横浜市西部病院のような 500 床規模の中
規模施設における体制整備は、大学病院の
ような大規模施設と同様の手法では無理が
生じる。今年度の提供実績が示すように、
聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院では
積極的に選択肢提示が行われ実績が向上し
ているが、移植医療支援室もなく、委員会、
院内 Co 設置もされていない。増加する臓器
提供症例に対応するべく、今年度、多職種
複数部署から人選しサポートチームを編成
した。500 床規模の中規模施設では、マン
パワーを含めた医療資源に限りがある一方
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で、数名の中心的役割を果たすスタッフに
よってマニュアルを整備することで組織横
断的な活動が行いやすい利点がある。施設
規模や施設の現状に応じたアプローチを選
択し病院開発を行うことは、秋山 政人新
潟県臓器移植 Co が、「テーラーメイドの院
内体制整備」という言葉で示しているよう
に全国共通であると考えられる。現状と乖
離した手法を選択すれば無理が生じ、シス
テムとならないばかりか、一部スタッフの
疲弊だけを生じるリスクになることを念頭
に院内体制整備に取り組むべきであると考
える。 
 
f )県 Co の体制について 
 平成 25 年度は、かながわ腎アイバンク推
進本部所属 2 名、聖マリアンナ医科大学病
院所属 2 名の計 4 名体制であった。かなが
わ腎アイバンク推進本部所属 Co について、
前年度同様 1 名が退職し 1 名補充採用する
等、定着が難しい現状がある。臓器、角膜
斡旋の両方とも行っている。活動範囲は神
奈川県全域であり、今後の方針として 1 名
を臓器斡旋メイン、1 名を角膜斡旋メイン
で対応していくこととしている。業務多忙
時はお互いをサポートする体制をとる予定
だが、経験不足に起因する業務に不慣れな
部分が多く、また教育は喫緊の急務である
ものの、経験と併せ不十分であることから
業務のすみ分けを行うには至っていない状
況である。 
 日本臓器移植ネットワークを中心として、
都道府県 Co の教育にどのように展開して
いくか、また、Co のスキルをいかに平準化
できるかは、県民のみならず国民の権利負
託に応える意味でも重要である。 
 
ｇ）院内 Co の教育 
 いろいろな場面で「医療の質」という言
葉が聞かれるようになった。臓器提供にお
ける「医療の質」は、すなわち安全管理と
直結すると考える。聖マリアンナ医科大学
病院において、臓器提供症例発生時に移植
医療支援室を中心に院内 Co が場面に応じ
て介入し、その専門性を活かして安全かつ
適正に臓器提供を行えるよう活動している。
しかし、前述したように院内 Co は全員が兼
務者であり、リスクヘッジによる負担軽減

を目的としていることから、発生から提供
に至るすべてのプロセスで活動することは
ない。 
院内 Co が臓器提供の一連の流れをコン

トロールし管理することは不可能であり、
限界があることを認識しておく必要がある。
他方、外部者である都道府県 Co や JOTCo
を考えた場合、一連の臓器提供プロセスを
把握しすべての場面で活動することが求め
られている反面、医療機関個々の内情やス
タッフとの関係性を踏まえた細かいコーデ
ィネーションを行うには無理が生じる。院
内 Co の活動を掌握することに加え、都道府
県Co および JOTCo とも情報共有を図りな
がら一連の臓器提供プロセスをマネジメン
トするクオリティ・マネージャーと呼べる
人材が求められている。北里大学病院およ
び聖マリアンナ医科大学病院の現状に照ら
した場合、未完ながらも移植医療支援室が
その役割を担っている。部署の所掌業務と
するか、個人の業務として位置づけるかは
医療機関の内情に合わせていくことになる
が、いずれの場合においても人材教育・養
成は必須である。また、スタッフの個人的
負担に依存しないよう、システムや体制整
備を継続的に進めることも併せて必要であ
る。 
 
h）提言・課題 
1）行政との良好な関係構築 
 県内 4 大学だけではなくいずれの施設に
おいても、マンパワーを含めた医療資源は
無限ではない。提供施設とはいえ、一切の
補助もないまま移植医療に医療資源を費や
すことには医療機関の経営的視点からも抵
抗が生じる。 
 神奈川県では、県内移植施設が「臓器提
供・移植を考える神奈川の会」として、市
民公開講座開催等普及啓発活動に取り組ん
でいる。前述したように行政担当者も参加
するようになり、今後、発展させていけれ
ば官民一体の活動として展開可能と考えら
れる。 
現状では移植医を中心とした構成のため、

臓器提供に焦点を当てた活動がやや弱いた
め救急医や脳神経外科医といった提供側の
医師を巻き込んだ活動が求められる。一般
市民に対する普及啓発活動の必要性は言う



32 

までもないが、併せて医療者に対する教育
もまた肝要である。当研究を通じて、新潟
県、北海道等国内各地域の先駆的な取り組
みを知るに至り、神奈川県においても地域
的な枠組み構築が必要である。複数多施設
が参加している「臓器提供・移植を考える
神奈川の会」を基礎に、NPO 法人化した組
織として活動することでより幅広い活動が
可能になるのではないかと考えている。 
 
 
4．富山県報告 
a）概況 
 平成 25 年は 3 カ所において DAP を展開
した。 
 データの集積方法として、毎月、対象と
した 3 病院を定期訪問し病院において症例
検討の中で MRR データを回収。ポテンシ
ャルドナーの発生数、意思の確認について
年、年度の集計を行い病院にフィードバッ
クしている。資料は、連結可能な匿名情報
として回収している。今回は 2011 年、2012
年、2013 年について検討を試みた。臓器の
適応の有無の判断では複数の理由が認めら
れるが、高齢、蘇生不能、癌、医学的不適
応、治療の過程、死亡するまで 12 時間以内、
PD 認識なし、提供/提供に至らずの順に高
位の理由をカウントしており、重複がない
ようにしている。 
（表 9、図 4-1、図 4-2） 
 
b）臓器提供実績 
 平成 25 年度の富山県での提供実績はな
かった。 
 以下は、病院毎の意思確認などの活動を
報告する。 
 （図 5-1、図 5-2） 
 
富山県立中央病院の活動と実績 

 病床数 735。脳死下臓器提供は、「救命
救急センターとして認定された施設」及び
「新潟大学脳研究所脳神経外科学分野研修
施設」として施設要件を満たしている。2001
年 10 月 DAP に参加してから現在まで、
MRR 調査のベースとなる事例検討を毎月
継続して開催している。現在は院内移植コ
ーディネーターに加え、ICU センター長、
ICU 師長、内科系、外科系の医師も含み 15

名前後が参加し、ER 及び ICU 死亡者全例
に対する事例検討を行っている。 
 
厚生連高岡病院の活動と実績 
 病床数 565。救命救急センターとして認
定された施設」及び「富山大学医学部脳神
経外科研修施設」として施設要件を満たし
ている。2001 年 12 月から DAP に参加し
ER、ICU、脳神経外科師長が兼務する院内
コーディネーターの活動の一つとして、ER、
ICU、脳外科病棟の死亡症例について調査
を行っている。 
 
済生会富山病院の活動と実績 
 病床数 250。脳卒中センターとしての役
割を担っている。「富山大学医学部脳神経
外科研修施設」として施設要件を満たして
いる。2012 年（公社）日本臓器移植ネット
ワークの院内体制整備事業に参加し、2013
年 1 月より MRR を実施している。対象は
病院全体としている。 
 
 
c）提言・課題 
 富山県の DAP、MRR の結果から今後の
臓器提供の取り組みについて検討を行った。 
腎臓は、ポテンシャルドナーの発生にば

らつきが見られたが、眼球のポテンシャル
ドナーは一定して上昇傾向が見られた。腎
臓は3施設合わせて年間25例以上のポテン
シャルドナーの発生があると考えられた。
このポテンシャルドナーに対して意思確認
は概ね行われているが、その殆どは書面に
より、ポテンシャルドナーであることを口
頭で改めて伝えられてはいなかった。 
今後、県民に対して意思表示の啓発を行

う。医療現場に対しては、救急領域の終末
期医療のあり方の具体策を現場のスタッフ
と検討を重ねる。また、意思表示の確認な
ど、本人意思が大切にされる取り組みを確
実に実行できるように病院に働きかける。
家族の知る権利を遂行できるように職員の
意識づけを院内コーディネーターらと共に
行っていく事が大事であることが導き出さ
れた。 
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5．福岡県報告 
a）概況 
平成25年度の目的をモデル病院（F病院）

へのドナーディテクションの導入と効果の
検証に設定し活動した。 
 臓器提供実績が少ない県内医療機関にお
いて、ドナー候補者の見落としを防ぐため、
対象診療科でのラウンドを行う体制を整備
し、対象診療科（ICU）を定期的に周回し
て、ドナー適応のある患者の認知と主治医
への OP 提示の依頼を行う取り組みを開始
する。また対象診療科におけるカンファレ
ンスへの定期的な参加を行い、ドナー適応
判断のサポートを行った。 
具体的には、ドナーディテクションを開

始するにあたり、ラウンドメンバーの構成
を念頭においた院内 Co の増員を行った。臓
器（腎臓）の評価をサポートするため移植
医（泌尿器科医）も関わる体制とした。 
移植医のディテクション参加は、主旨を

理解していない病棟スタッフの反発を招き
かねない可能性が見られたため、コンサル
ト的な立場で関わるスタンスから開始する
こととした。（表 10） 
 
b）臓器提供実績 
 平成 25 年 4 月 1 日から 12 月末で、脳死
下 1 例の提供数であった。 
 F 施設においては、これまで年間 0～2 例
程のドナー情報が発生する施設であったが、
それは全て家族からの自発的な申し出によ
るものであった。ディテクションを開始し
たことにより、選択肢提示の機運が高まり、
5 例の選択肢提示が行われた。 
5 例のドナー情報中、2 例は高齢層（60 代
半ば）という理由のもと、摘出チーム判断
にて適応を見合わせることとなった。1 例
は小児事例であり、院内の体制が整わず断
念した。この他 2 例に家族面談を行い、1
例が腎臓提供の承諾書作成まで至った。ま
た別の１例の承諾症例においては、患者急
変により摘出を断念した。 
 結果的に臓器提供に至った症例はなかっ
たが、ドナー認知の意識が高まり徐々にで
はあるが、ルーチンに選択肢提示が実施で
きる体制が整いつつある。 
 
 

c）HAS・MRR 
 今年度の実施はなく、過去平成 19 年から
平成 22 年の間に実施されたデータを基に
取り組みを継続した。 
この目的は、ドナーディテクション体制

構築においてターゲット病院を選出するた
めに行ったものである。 
 
ｄ）提言・課題 
 昨年度は、脳死下提供の増加によって、
県内摘出チームにおける献腎情報時の腎の
医学的評価に変化が生じ、高齢ドナーやマ
ージナルな状態の腎臓に対する摘出チーム
の判断基準が以前より格段に厳しくなり、
以前では移植に用いたであろう状態の腎臓
もお断りし中止にするケースが増加した。 
 今年度はその傾向がより顕著となり、こ
れまでであれば適応の可能性があった状況
（60 歳以上や入院後における中程度の Cr
値の上昇）においても、情報を進めていく
基準がより厳格化してきた状況が見られた。
それによって、主要な提供病院には、心停
止下臓器提供のハードルが高くなった印象
が与えられ、好条件のポテンシャルドナー
でない限りは、積極的な選択肢提示を躊躇
する声が増加してきた。 
 提供病院と摘出医との意見交換の場を増
加させ、この実情に沿った新たな選択肢提
示の基準つくりが必要となってきたと思わ
れる。 
 
6．沖縄県報告 
a）概況 
目的は、臓器提供に関する普及啓発活動お
よび院内体制整備とし、特に選定した 4 施
設に対しドナーディテクションをルーチン
化するよう、各施設の実情に合わせ週 1 回
から月 1 回のペースで取り組んでもらって
いる。（表 11） 
また脳死下、及び心停止下臓器提供を念

頭においたシミュレーションを実施したり、
院内臓器提供委員会を発足させるなど、提
供インフラの整備も同時に行った。 
 4 施設に対する具体的な介入は、4 施設の
院内移植関連委員会に参加した。このうち
2 施設においては、心停止下、及び脳死下
の臓器提供シュミュレーションをそれぞれ
実施した。 
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 さらに沖縄の特徴でもあるが、臓器提供
の 現 場 を 知 る セ ミ ナ ー （ TPM IN 
OKINAWA）平成 25 年 11 月に開催した。
（写真 1） 
b）臓器提供実績 
 平成 25 年度は、心停止下の腎提供 1 件で
あった。 
 2007 年から 2013 年 12 月までの累計提
供件数は、計 14 件であった。全て心停止後
の提供である。施設別でみると県立中部病
院、豊見城中央病院、浦添総合病院、那覇
市立病院の 4 施設からの提供である。（図
6-1、図 6-2） 
c）HAS・MRR 
浦添総合病院、豊見城中央病院、那覇市

立病院、平成 25 年分より県立中部病院を加
え 4 施設を対象とし調査する。MRR は毎年
年度末に実施しているため平成 25 年分は
平成 26 年 1 月～3 月に調査予定であり現在
施設側と日程調整中。 
 
7.福井県報告 
a）概況 
 活動を福井済生会病院に絞り活動を行っ
ている。 
今年度の目標は、院内での臓器提供への

活動理解が深まること、活動理解が数値結
果として表れること、また当院の問題点が
明確になることとした。また具体的手法と
して、院内臓器移植委員会の開催（3 回/年 
不定期開催）、院内臓器移植コーディネー
ター会議の定期開催（1 回/月）、さらに“移
植医療推進月間”期間中のイベント開催や
「献眼用リーフレット」（福井県・アイバ
ンクタイアップ事業）の 100％利用とした。 
 
b）臓器提供実績 
 総死亡者数：397 名、うち ICU、脳外科
病棟入院患者：29 名（7.3％）、その他：
368 名（92.7％）ポテンシャルドナー：臓
器 1 名・組織 17 名であり脳死下、及び心停
止下腎提供の適応ありは 1 名（3.4％）であ
った。因みに適応なしは 28 名（96.6％）で
ある。 
献眼の適応ありは 17 名（58.6％）であり、

適応なし：12 名（41.4％）であった。 
この中でオプション提示されたのは臓器

1 名、組織 7 名である。結果、提供実績は

臓器提供 0、角膜提供 1 名であった。（図 7） 
 
c）提言・課題 

ICU や、脳外科病棟への入院患者層が高
齢化しており、ポテンシャルドナーが前年
度に比較し大幅に減少している。 
オプション提示したが、提供に至らなか

ったケースは、家族は同意していたが、ポ
テンシャルドナーが医学的理由により最終
的に提供ができなかったので、剖検の結果
をもって献眼のみ行われた。主治医から適
切な時期に家族へのオプション提示が行わ
れているので、今後のオプション提示に協
力的と考える。 
昨年、院内 Co は 4 名（内科病棟 2 名、

SCU1 名、アイバンク 1 名）であった。看
護部の異動等により、本来ドナーが発生し
やすい部署に配属が無かったため、本年度
より情報担当者として、ICU・OP 室に対し
ても新設されることになった。昨年度、ポ
テンシャルドナーとなりうる情報が出ても、
リアルタイムでの情報収集が出来なくなっ
てしまったことを受けて、看護部への交渉
にて設置された。 
福井県・アイバンクのタイアップ事業と

して、意思確認時期の異なる臓器・組織の
差別化のために「献眼用リーフレット」が
作成された。それに伴い、当院では、11 月
より、全科一斉に使用を開始し、医師の意
思確認状況を追跡調査し、統計処理を行っ
ている。また、その意思確認率などの結果
は、院内会議等で報告する仕組みを作った。
今は、医師が渡しているが、用意していて
も渡し忘れ等もあるので、今後さらに現状
調査を行い、意思確認率 100％をめざし、
使用の推進を働きかけていく必要があると
考える。 
 
D．考察 
今年度の目標は DAP 導入施設の実効性

を上げること、地域、及び医療機関の実情
に配慮したドナーディテクションの実現に
向けた活動を念頭にした。 
全国の臓器提供の実績は図 8 に示すとお

りである。その中で DAP 導入の９県におい
ては、臓器提供数が平成 24 年度は人口 100
万人当たり平均で 0.75 人/pmp であったの
に対し、平成 25 年度は 0.70 人/pmp 提供者
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数は下がっている。この中で提供者増は、
神奈川県と新潟県である。その他、提供が
0 のところが 3 県あった。（図 9） 
この原因は、全国の MRR の集計でも現

れているように、OP 提示の数だけが増えて
いるところにヒントがあると考察する。す
なわち OP 提示においては、臓器提供の適
応判断が不十分であり、また院内 Co や県
Co は“待ち”の姿勢、すなわち連絡があっ
て初めて活動する体制にあるからと推察す
る。 
せっかく PD を把握し、また OP 提示が

なされているが、タイミングよくそれら症
例に対し、臓器提供を具現化する動きが甘
いのではないかと考える。 
この事はドナーディテクションの有用性

が改めて確認される現象である。何故なら
“待ち”の姿勢から“獲得”の姿勢に変わ
るきっかけではないかと考えるからである。 
ディテクションのやり方は、各地、及び

各施設で異なっているが、すなわち紙ベー
スでの情報交換、または院内臓器提供委員
会メンバーがラウンドしてその情報を得る
ことは、現場への啓発も兼ね、かなり有用
である。 
新潟県においては、新潟大学医歯学総合

病院の移植医療支援センターが取り組んで
いる、ポテンシャルドナー情報の報告シス
テム、また臨床現場からのよろず相談、及
びその解答などを強化する活動であった。
その実績は前述で報告のように少数ながら
も実効性が上がっている。 
新潟市民病院では、院内システムや関係

セクションとの連携が担当者のレベルで完
結しているが、現場を支える一般の医師・
看護師に戸惑いがあることが判明した。 
その解消のため、独自のプランとして「担

当者マニュアル」の作成に取り掛かり、臨
床行動のスムースさと、限られた医師・看
護師が十分に看取りやオプション提示がで
きるよう活動している。 
本報告には入れていないが、桑名病院（一

般 182 床）がこの度 5 類型施設として認定
され、施設として脳死下多臓器提供実施に
向けた院内システムを新規に立ち上げた。
本年度は、マニュアル作成とシュミュレー
ションの実施がされ本格運用にこぎつけた。
ただし、職員や設備は総合病院のレベルで

はなく、スムースに運用されるための工夫
が必要である。この活動が完結の暁には、
小規模病院での脳死下多臓器提供が実現す
る可能性がある。全国でも極めて希少な事
である。 
北海道においては、特に絞り込みをせず、

地域の広大さとまた脳死下提供施設が 30
を超える地域であり、さらなる協力施設の
拡大を図る。また「上級院内 Co」と名付け、
あっせん資格を持つ者を作り、地域で相互
協力を組みながらドネーションに当たって
いる。 
神奈川県においては、地域（医療機関）

開発の具体的手法について、前年度に引き
続き、モデル施設である北里大学および聖
マリアンナ医科大学の 2 施設を中心に活動
した。ともに DAP 導入済施設であり、これ
までの経験から臓器提供プロセスの標準化
を目的に、行政を含めた関係各機関との連
携強化を図っていく。 
聖マリアンナ医科大学では、本邦 2 番目

に移植医療支援室を立ち上げ、移植医療の
院内コンセンサスと患者・家族、そして医
療者が満足度の高い移植医療、及び救急に
おける終末期を支えている。 
また集中治療部とも綿密な連携を実現し、

オプション提示における助言やサポートな
ども十分行っておる。さらに外因死症例の
対応策として、平成 22 年から、県内 3 大学
の法医学教授に協力を要請しコンサルト体
制を導入し症例発生時、警察との連絡調整
を含めた円滑な対応を可能としている。し
かし、実際のコンサルト件数は前年度同様
低値であり、活用されているとは言い難い。   
この体制は症例発生時可能な限り速やか

に起動させることで、視点の異なる医療者
および捜査機関の間を繋ぎ負担を減らしつ
つ、司法優先の原則を堅持していくことを
目的としている。起動件数が伸びない主た
る要因として、県 Co 体制が定まらず、離職
と採用を繰り返しているため、このシステ
ムを熟知し積極的に活用するところまでス
キルアップできないことが挙げられる。他
方、神奈川県警察との症例検討会について
は年 2 回定例開催しており、通算で 10 回を
超えた。名称も「臓器移植に関する関係機
関との症例検討会」に改め、神奈川県行政、
健康財団主催とし、県内 4 医科大学、神奈
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川県警察を交えて実際の症例を基に検討を
行うより実践的かつ専門的な内容に変遷し
てきている事が特徴である。 
北里大学病院では、我が国初の移植医療

支援室を持ち、院内のコンセンサスと同時
に各種院内体制も充実している。また独自
のドナーディテクションを行い、オプショ
ン提示率の向上と分析を十分に行い、見出
した障壁を病院全体で解決する方策を打ち
立て実行している。 
独自の視点から調査で、三次救急外来受

診者対象に実施している「臓器提供に関す
る調査票」の集計結果では、ドナーカード
の所持率は 1.7％と低いのは変わらないが、
運転免許証・健康保険証に意思表示ありが
2.1％とカードによる意思表示を上まわっ
た、との報告はルーチンシステムとして新
たな取り組みである。 
  
移植医療センター開設 
新潟大学医歯学総合病院では、多岐にわ

たる臓器提供続きが円滑に進むよう、また
現場の医師、看護師が臓器提供続きに忙殺
されることなく本来のケアに集中でき、さ
らに外因による疾病においては犯罪性の見
逃しをなくすため法医学・警察との連携を
図ること、さらには移植医療の情報の一元
化を目的に、国立大学では初めてとなる同
センターを 2011 年 4 月 1 日に開設し 3 年
が経過した。 
このような取り組みは、現在でも「院内

Co 委員会」や「臓器提供委員会」などと呼
び名が違うにせよ、同センターの役割を担
う施設からの、向上的な報告が多い。した
がって DAP 導入においては移植医療支援
センターの導入も必要不可欠なセクション
となる。 
 
E．結論 
 DAP 導入の各地域からの報告と当分担
研究者の経験から、各地での活動には一定
の成果が表れている。 
 地域の温度差はあるものの、地域体制、
院内体制などはほぼ完成形になってきてい
ると思う。しかし、それを遂行する臨床の
職員の教育やそれを指導する地域のリーダ
ーについては、他の分担研究とも共同して、
資質の高い担当の育成と地域展開が更に努

力が必要なところである。 
 また報告地域で、ドネーションやポテン
シャル情報の多い地域は、臨床現場と移植
医療担当部署との確立された連携のあると
ころである。すなわちセクション毎では機
能しても、それを連携に変える形を今少し
の構築が必要である。 
 その中で、ドナーディテクションの要素
を取り入れているところの情報の豊かさ、
そしてドナーディテクション、さらに家族
の満足度など好評化の報告であった。 
 したがって平成 25 年度の最終報告まで
には、①病院の規模別 DAP インストールツ
ールの作成、②ドナーでぃくティーション
の導入ツール、及び具体的手法のツールの
作成に重点を置き、DAP の事業化に向けて
の素地が提案できればと考える。 
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会総会（京都） 
  「関連病院における院内体制整備」：
ワークショップ（吉野 茂） 
4） 平成 25 年 10 月 第 78 回 日本泌尿
器科学会東部総会（新潟） 
「臓器提供体制と家族ケアについて」（小
野 元） 
「グリーフケアと移植」：臓器移植推進活
動（小野 元） 
5） 平成 25 年 10 月 第 41 回 日本救急
医学会学術集会（東京） 
「臓器提供における角膜提供時の問題点」
（小野 元） 
6） 平成25年10月 7th Asian Conference 
on Emergency Medicine （東京） 
Is organ donation accepted in Japan?  
-Relation between the emergency care 
and organ donation-（小野 元） 
7） 平成 26 年 3 月 第 45 回 日本臨床腎
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移植学会（奈良）（参加予定） 
 
【著 書】 
1)  小野 元 
  【腎移植における新しい展開】 【腎
保存と臓器提供推進活動】  
臓器提供と家族へのグリーフケアの大切さ 
  腎と透析 75（1）：109-112（平成 25
年 7 月 1 日発行） 
2) 小野 元 
 【臓器移植の現状と今後の展望】 臓器
提供推進活動におけるグリーフケアのあり
方 
  医薬ジャーナル 49（9）：2184-2187
（平成 25 年 9 月 1 日発行） 
3） 翻訳 
   小野 元 
  脳死—概念と診断、そして諸問題 
  ① 臨床的問題 18 妊婦の脳死： 
203-206 
  ② 臨床的問題 19 脳死における法
律上の課題：207-212(平成 25 年 1 月 15 日
発行) 
4）  中村 晴美 
SmileyNurse No.34 2013，10 P10－13 
羊土社  
     「Hop・ステップ・キャリアアップ 
臓器移植コーディネーター」 
 5)   中村 晴美 
臨床看護  臨時増刊号  Vol39,No.12 
2013,10 P1750－1753 へるす出版 
救急外来だからこそ実践したい患者と家族
のメンタルケア 
「CASE Q＆A 脳出血で意識レベル
JCS300 の 50 代、女性。本人が臓器提供を
希望し、意思表示カードを所有していた場
合の家族ケア」 
6） 吉野 茂 
腎移植・血管外科 Vol.25  No.2  2014  
特集：腎移植におけるチームワーク 
献腎ドナーの安全管理―院内システム構築
とリスクマネジメント― 
   （平成 26 年 3 月発行予定） 
 
3.沖縄県 
1）シンポジウム 「ドナーディテクション
の経験を通して」 
第 26 回 日本脳死・脳蘇生学会 総会・学

術集会 東京都 6.7～8（金～土）2013 
 
2）シンポジウム 「沖縄県におけるドナー
ディテクションへの取り組み」 
 第 29 回 腎移植・血管外科研究会 青森
県 8.28～29（金～土）2013 
 
3）ポスター 「Donor Action program at 
Okinawa」~Approach towards DAP and 
future perspective~  
 The 13th

 Congress of the Asian Society 
of  Transplantation (CAST2013)  
京都府 9.3～6（火～金）2013 
 
4）シンポジウム２ 「院内提供体制の整備」
～院内コーディネーターとして県のコーデ
ィネーターとして～ 

5）角膜カンファランス 2014（第 38 回日本
角膜学会総会、第 30 回日本角膜移植学会） 
 沖縄県 1.30～2.1（木～土）2014 
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